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 近年の契約法における議論の重要な一部を構成しているものとして、消費者契約におけ

る不当条項の問題をあげることができる。その背景には大学学納金不返還特約等の契約条

項をめぐるトラブルの増加がある。 

 不当条項の問題については、２０００年に成立した消費者契約法８条から１０条で不当

条項に関する規定が設けられたことによって、立法による問題の解決がなされることとな

った。同法制定以降も、同法によって不当な条項を無効とする裁判例が頻出し、学説でも

消費者契約法に関する裁判例の検討を中心とした不当条項規制論が展開されている。それ

らの学説の議論は、消費者契約法の規定解釈のあり方のみならず、団体訴訟制度の活用可

能性など規制方法のあり方にまで及んでいる。しかし、消費者契約法についての個別の問

題点・解決策の指摘を超えた、不当条項規制全体の包括的検討がなされるには至っていな

い。多くの裁判例や議論を踏まえつつ不当条項規制を発展させる余地が残されている今こ

そ、我が国の不当条項規制にどのような問題が残されているのか、また、今後どのような

問題が生じうるのか、それらの問題をどのように解決すべきかについて包括的な検討を行

うことが必要なのではないだろうか。 

 本稿はまず第１章、第２章で、まず、消費者契約法制定後現在まで、同法を中心とした

不当条項規制はどのような状況であるかという「現在」を把握し、現在の日本の不当条項

規制の特徴及び問題点を導いた。また、消費者契約法制定前に活発に行われたこれまでの

日本の不当条項規制論という「過去」を検討し、それが現在の消費者契約法を中心とする

不当条項規制に与えている影響、および今後の不当条項規制論を構築する上でヒントとな

るものを検討した。具体的には以下に掲げる不当条項規制の基準、対象、方法の３点であ

る。 

 第１に、規制基準については、消費者契約法８条、９条のいわゆる不当条項リストを定

めた規定が、立証責任が不明であること、契約の性質決定等の点で事案によって判断が分



かれる可能性があることから、具体的な不当条項リストとしての役割を果たしていないと

いう問題点がある。一般条項である１０条についても「任意規定」という限定の存在ゆえ、

裁判例において無効とされる場合が限定されていることや、「信義則」という文言をそのま

ま残したことで民法との違いがあるのかという疑問を提起できる。これらの規制基準につ

いての問題に共通する問題点として、消費者契約法が規定の「明確さ」を追求するあまり、

様々な「限定」を付したことで、規定の射程が限定され、また、裁判官の裁量にゆだねら

れる点が多いことでかえって規制基準が「不明確」になっているという点を指摘すること

ができ、これによって消費者契約法による規制と民法による規制との違いが改めて問題と

なる。 

 第２に、規制対象については、「消費者」を保護の対象とした立法による不当条項規制の

是非自体が問題になる。その際、「契約の主要目的や価格に関する条項」や「個別交渉を経

た条項」を対象とするか否かもふまえて、「特別法による不当条項規制がなされる範囲をど

のように限定するか」を民法による規制範囲との関係も視野に入れて検討する。 

 第３に、規制方法については、不当条項リストの作成主体の候補として考えられる行政

のあり方や、最近成立した消費者団体訴訟制度の活用可能性など、「誰がどのような方法で

不当条項規制を行うか」という点を問題としたい。その際、これらの規制方法の可能性と、

民法による規制との関係についても念頭に置いた検討が必要である。 

 以上の３つの視点をふまえた不当条項規制の包括的な検討にあたって、本稿は、日本と

同じく消費者保護を目的とした特別法による不当条項規制が行われているフランス法と比

較した。フランスでは１９７８年法による不当条項規制が開始されてからの約３０年間、

立法やデクレによる補足、破毀院による解釈、不当条項委員会という不当条項規制を専門

とした機関の活躍によって不当条項規制システムが発展・構築されてきた。また、私法体

系における「濫用」法理と関連させた議論が見られるフランスの議論は、日本の不当条項

規制の今後の展望を、規制の具体的方法という技術的側面のみならず、民法理論との関係

という原理的側面から検討することに資するものであった。  

具体的には、第３章でフランスにおける不当条項規制の歴史的流れ、および第４章でフ

ランスの不当条項規制の契約法における意味、とりわけ、不当条項規制の背景にあるとさ

れている「濫用」法理と不当条項規制との関係について検討した。それによると、フラン

スでは「濫用」法理が、立法によって基準、方法ともに出来るだけ明確かつ客観的に具体

化されることによって、不当条項によって当事者間に生じる著しい不均衡を是正するため

の不当条項規制が活発に行われてきたとまとめることができる。背景にある「濫用」法理

が当事者間の不均衡を問題にするものであることから、当事者間の対等を前提とした民法

典ではなく、当事者間の不均衡を是正することを目的とした消費法によって規制されてい

る点、および、当事者間の不均衡を明文で反映した基準を設け、また消費者保護のために

事後規制のみならず事前規制が可能になっている点には、不当条項規制の背景にある「濫

用」法理の考え方と整合性がとれたものであった。具体的には、次のように言うことがで



きる。 

 第１に、規制基準が１９７８年法の「経済力の濫用」や「過度の利益」から、１９９５

年法の「著しい不均衡」に変更された点は、「濫用」法理の客観化とパラレルに考えること

ができると思われる。すなわち、当事者の行為態様についての評価を要する「経済力の濫

用」という要件がなくなり、「著しい不均衡」という結果を重視する姿勢は、フォートとい

う当事者の行為態様についての評価ではなく「不均衡」などの結果によって「濫用」の有

無を判断する近年の契約法の態度と同様のものであると言うことができる。フランス法が

「信義誠実」を濫用性の基準としなかったのは、「信義誠実」が行為者の誠実さという主観

的側面を多分に残したものである概念であるからであったが、この点にも基準を結果とい

う客観的要素によって設けようという態度が表れている。また、このような基準の客観化

の流れの中、裁判官による規制も盛んとなり、その一方で、消費者団体訴訴訟制度など「事

前規制」を可能にする規制方法も確立した。このように、「事後規制」のみならず「事前規

制」も可能な、「拡大された」不当条項システムが形成されていた。 

 第２に、もっとも「濫用」という概念に主観的な判断の余地が残ることは避けられない。

そこで、このような主観的判断の入る余地をなるべく限定し、かつ明確にするために、規

制基準としては不当条項リストや不当条項委員会の勧告が重視され、また規制の対象であ

る「消費者」概念もきわめて厳格に解されていた。ここには、「濫用」法理に依然として残

る主観的要素とその結果生じる規制の曖昧さをできるだけ防ぐべきであるという考え方を

見ることができ、それによってフランスの不当条項規制に「限定された側面」があること

がわかる。 

 以上の日仏比較研究から、次の３つのレベルでの示唆を得た。 

 第１に、規制基準のうち一般条項については、不当条項規制で重視されるべきは、「濫用」

によって生じる「結果」としての不当条項を規制する必要性であり、そのことから、「濫用」

や「信義誠実」という主観的な要素を想起させる「法理」を直接の「基準」とすることは

避けるべきであり、具体的な「基準」として、「過度の利益」などのより客観的な結果を設

けるべきであることを導いた。ただし、一般条項の文言の明確さには限界があることから、

具体的な不当条項リストとの併用が必要である。その際、ブラック・リストだけではなく、

政令やガイドラインで個別業種ごとの「参考になる指示的なリスト」を設けることが考え

られる。また、消費者契約法という特別法を形成している法理を探究することが、一般法

における「信義則」や「濫用」、「公序良俗」といった法理を発展させる上でも重要である。 

 第２に、規制対象については、「消費者」を規制のメルクマールとする立法は不当条項規

制を支える考え方とも合致するものであり、その際に規制の範囲を明確にするためには厳

格な「消費者」概念によることが必要であることを導いた。「事業者の濫用によって生じる

当事者間の不均衡をもたらす不当条項を規制する」という考え方が妥当する場面の多くは

一方当事者が「消費者」である場合だからである。「消費者」の範囲が限定されるのは、特

別法による強力な保護を与える範囲を明確にするためである。 



 第３に、規制方法については、裁判官のみならず行政など多様な主体による規制によっ

て不当条項の事前規制が可能になることは、不当条項規制にとって大きな意味があること、

特に、事前規制および集団的規制を行う際に、行政規制や消費者団体訴訟制度の果たす役

割が重要であることを導いた。また、日本が消費者契約法という特別法による不当条項規

制をスタートさせたこと自体には一定の意義があり、今後、法改正、裁判例の出現、さら

には本稿が触れたような行政の役割も踏まえた上で規制システムが発展する可能性をひめ

ているのではないかという示唆を得た。さらに、特別法と民法の「相互のフィードバック」

が、今後日本においても予想されることも指摘した。 

本稿は契約法の問題のうち、不当条項規制という契約の内容規制の一端について、規制

の理論的仕組みおよび方法論という観点から検討を行ってきた。本稿の検討をもとに契約

法がかかえる様々なレベルでの問題点について検討していくことがこれからの課題である。 

 


